
（木製品の開発及び普及） 
様式１ 

 

 

木とふれあう環境づくり推進事業応募申請書 

（木製品の開発及び普及） 

 

  年  月  日 

 

鹿児島県知事       殿 

 

 

                                   申請者 

                                     団体・企業・学校名等 

                                       

                   代表者名              

                                       

 みんなの森づくり県民税関係事業「木とふれあう環境づくり推進事業」（木製品の開発

及び普及）に応募したいので，次の書類を添えて提出します。 

 

（提出書類） 

 ①木とふれあう環境づくり推進事業応募申請書 

   事業計画書    様式２ 

  経費内訳書    様式３  

   団体・企業の概要 様式４ 

   

 ②位置図（製品開発の実施予定箇所，実証試験予定箇所等を記入したもの） 

   

 ③設計図（立面図，平面図）又は完成イメージ図（カラー印刷） 

 

  ④開発フロー図（設計，試作，実証試験，製品普及等事業の主要過程や各過程の実施

予定時期等を記載したもの） 

 

 ⑤見積書（機械，装置等備品を購入する場合は見積書を添付すること） 

 

    書類はすべてＡ４サイズで提出してください。 



（木製品の開発及び普及） 
様式２ 

 

事 業 計 画 書 

 

１ 開発の目的 

 

２ 開発する木製品の概要 （設計図又は完成イメージ図を添付） 

開発する製品の名称 製品の規格又は規模 開発後の製品等の販売価格 備 考 

 

 

   

  ※開発する製品の大きさ・デザイン等が分かる図面を添付してください。 

 

３ 開発する木製品の特徴 

 

 

※開発する製品のどこに新規性・特徴があるのか，具体的に記載してください。 

 

４ 開発する木製品の性能 

 

 

※機能性・安全性・耐久性等の見地から記載してください。 

 

５ 開発の手法 （主要過程のフロー図を添付） 

 

 

  ※設計，試作，試験等の実施方法について記載してください。 

  ※「学生デザイン活用枠」について，協力を求める関係業者等がいる場合，関係業者等名を含めて

記載してください。 

 

６ 県産材の利用方針及び木製品の普及方法 

製 造 に お け る 

県産材の利用方針 

 

 

普及・ＰＲの方法 
 

 

 

７ 事業の実施期間（予定） 

   着 工：    年  月  日 

   完 成：    年  月  日 

 

書ききれない場合は，別途用紙を追加してください。 

 

 

 



（木製品の開発及び普及） 
様式３ 

 

 

経 費 内 訳 書 

 

＜収入の部＞ 

区   分 金    額 備     考 

県 補 助 金   

自 己 資 金    

そ の 他   

計   

  ※その他がある場合は，備考欄に交付団体及び事業名等を記載してください。 

 

 

＜支出の部＞ 

  品    目 数 量 単 価 金  額 備   考 

     

     

     

     

     

     

計   

※機械，装置等備品（汎用性のあるものを除く）を購入する場合は，見積書を添付してください。 



（木製品の開発及び普及） 
様式４ 

 

団 体 ・ 企 業 ・ 学 校 の 概 要 

 

 

団  体  名 

企  業  名 

学校名(学科名) 

 

代 表 者 氏 名  

所  在  地 
〒   － 

 

連  絡  先 TEL FAX 

担 当 者 名  

設 立 年 月 日  

【団体】構成員数 

【企業】社 員 数 

【学校】生 徒 数 

 

【団体】設立目的 

【企業】業務内容 

【学校】専攻内容 

 

木製品の開発等 

に 係 る 実 績 
 

そ の 他 事 項  

課税事業者確認欄 課税事業者    ・    免税事業者 

添 付 書 類 

【団体】会則，会員名簿，木製品の開発等に係る実績（新聞

切り抜き，パンフレット等） 

【企業】企業パンフレット，木製品の開発等に係る実績（新

聞切り抜き，パンフレット等） 

【学校】学校パンフレット，木製品の開発等に係る実績（新

聞切り抜き，パンフレット等） 

    ※連絡先の TEL 欄は，必ず担当者と連絡のとれる電話番号を記載してください。 

※課税事業者確認欄は，該当する項目を丸で囲んでください。 


